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研究成果の概要（和文）：わが国の民事裁判手続で裁判官に認められている裁量的判断について、それが適切になされ
るよう確保するためには、裁量がどのように規律されるべきかを、ドイツの民事訴訟における裁判官の裁量に関する理
論・実務を手掛かりに考察した。その結果、わが国でこれまで裁判官に裁量が認められると考えられてきた場面でも、
裁判官に複数の判断からの選択の自由を認める「裁量」が許される場合かどうかが精査される必要があることと、そう
でない場合には法解釈による判断基準の明確化の努力が必要であること、裁量が許される場面でも完全な自由が認めら
れるわけではなく、法律の目的や法原則などによる制約と制御可能性があることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Whereas the Japanese civil procedure law allows trial judges to exercise a degree 
of discretion, there must be some limitation for the discretion in order to ensure that it exercised in a 
due way. This study considered this problem by comparing the discretion of judges in the Japanese civil pr
ocedure with that in the German civil procedure. As a result of my consideration, it turned out that it is
 to be examined in the first place whether the judge is allowed to make a reasonable choice between compar
ative ones when he or she exercises a discretion under a particular circumstance, that the judge is, even 
when such choice is allowed, not entirely unlimited in making the choice, but the discretion of the judge 
is to be limited by higher ends of the law of the civil procedure and other important legal principles, an
d that the determination by the trial judge should be reviewed by the higher courts.
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１．研究開始当初の背景 
(1) わが国の民事司法制度は、この十数年
の間で大きな変革を遂げている。なかでも、
1996 年の新民事訴訟法の制定に始まり、新
しい人事訴訟法の制定、それに続く司法改革
による人的・制度的基盤の強化、裁判外紛争
処理制度（ADR）の拡充、労働審判などの裁
判手続の新設、非訟事件手続法・家事審判法
の全面的見直しが注目される。それらの改革
のなかで、まず民事訴訟に着目すると、新民
事訴訟法の制定を通じて、当事者の主体的な
取組みによる審理の促進・充実が期待される
と同時に、裁判官の積極的な訴訟運営、当事
者との協力・協働による審理の充実・促進が
強く要請されている。その結果、実際上も、
裁判官の職権に基づく訴訟指揮をはじめ、裁
判官による手続上の裁量その他の判断（以下、
「裁量的判断」という）の比重が益々増大し、
結果的に、裁判官の過重負担すら招来されて
いるといわれる。 
さらに、民事訴訟以外の民事裁判手続に目
を転じると、労働法関係の訴訟事件を労働審
判手続という「非訟」的手続で解決する可能
性が開かれ、非訟事件手続法等の見直しを通
じて、「非訟手続」が果たすべき役割も、重
要性を増していくものと思われる。そこでは、
非訟手続という、訴訟とは対極をなす職権主
義的色彩の強い手続を通じて、裁判官の職権
による積極的介入や後見的役割が強く求め
られている。このような民事訴訟および非訟
を含む民事裁判の全体において、今後も、裁
判官による積極的手続関与の度合いが強ま
り、そのための裁判官による職権発動および
その一環としての裁量的判断の頻度および
重要性は、益々増していくように思われる。 
 
(2) 裁判官の裁量的判断の頻度および重要
性の増大が、手続の促進・充実に資する面が
あることは確かであるとしても、裁判官の裁
量的判断は、各裁判官がそれを恣意的に行う
ことにより、集団的現象としての訴訟手続が
公平かつ平等に取り扱われなくなる危険を
伴い、その結果、裁判に必要不可欠な公平・
適正さが確保されない事態が生ずるおそれ
を有する。一方、非訟の場合は、もともと手
続の簡易・柔軟性が訴訟にない利点とされ、
裁判官の職権主義的要素の強い、そして裁量
余地の大きい手続が非訟の固有の特徴と受
けとめられてきたが、裁判官の幅広い裁量余
地に対しては、理論の側から、手続の適正さ
の観点に基づき、当事者が手続に関与する機
会の保障・強化を求める声が大きくなってい
る。 
例えば、民事訴訟および非訟の証拠調べ手
続では、証拠調べの手続促進のために裁判官
が裁量的判断により証拠規定から離れた手
続運用をする場合が多くあり、そのため、証
拠手続の適正な運用を図って手続結果の正
当性を確保する目的から、裁判官の裁量的判
断をどう規律するかが喫緊の検討課題とな

っている。 
また、訴訟での釈明権行使については、従
来から、釈明をするか否かが裁判官の裁量に
委ねられているとの見方が実務家の間で有
力であるが、このように、釈明権が訴訟指揮
権として裁判官の裁量に本当に委ねられる
のか、かりに裁量であるならその内容および
行使はもっぱら裁判官の自由に委ねられる
のかについて、裁判官はもとより研究者の間
でも十分な認識の一致がないばかりか、それ
を正面から扱った理論的研究も、これまで殆
どないように見受けられる。類似の状況は、
釈明権のみならず、非訟や人事訴訟の手続で
通用する職権探知主義のもと、裁判官が自ら
裁判資料を収集するか、するとすればどこま
で行えばよいのか、といった職権発動の局面
でも現れるが、職権探知の内容や範囲自体、
依然として、理論的に十分に詰められていな
い。 
これらの問題は、ほかにも様々なところで
現れうるが、裁判官の裁量的判断によって手
続のあり方、ひいては手続結果である裁判の
内容が大きく左右される可能性があるだけ
に、その判断内容がそもそも裁量であるのか
に始まり、裁量の場合と裁量でない判断の場
合のそれぞれにおいて、その内容の妥当性が
どのように確保されるのか、かりに確保され
ていないとするならば、いかにそれを確保す
るのかを明らかにすることが、民事訴訟を研
究対象とする者にとって大変重要な課題で
あると思われる。 
 
(3) ところで、わが国の民事訴訟法や非訟事
件手続法の母法国であるドイツでは、わが国
と違って、裁判官の裁量的判断をめぐり判例
および理論的研究の集積が進んでおり、裁量
に関する包括的研究も行われている。そこで、
わが国の民事裁判手続が抱える上記の課題
に正面から取り組むべく、ドイツにおける理
論・実務の状況を考察し、その結果をも参考
にしながら、最終的に、わが国の民事裁判手
続での裁判官による裁量的判断のあるべき
内容・基準および限界とそれらの法的規律の
あり方を理論的観点から明らかにすること
が必要かつ有益であると思われる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、1996 年の新民事訴訟法制定とそ
れに続く司法改革のもと、制度と担い手の両
面で大きな変化をとげたわが国の民事裁判
の手続において、裁判手続の形式面および実
体面で裁判官が積極的に関与することへの
期待が増大しつつある現状を前提にし、裁判
官が積極的な手続指揮などを行う際の手続
上の裁量的判断について、その判断の内容、
基準および限界を、比較法的研究に依拠しつ
つ理論的に明らかにすることと、今日のわが
国の民事裁判における裁判官の裁量的判断
に対する法的規律のあるべき方向を提示す
ることを目的とする。それによって、従来の



わが国の民事訴訟法学における裁判官の裁
量的判断に関する理論的研究の不足を埋め
ることを試みる。 
 
３．研究の方法 
(1) 民事裁判手続の中でしばしば対比され
る民事訴訟と非訟の各手続について、手続担
い手たる裁判官の裁量的判断（主に手続指揮
の際の裁量的判断）を研究の対象に据え、ド
イツでの対応する手続における裁判官の裁
量に関する手続法理論・実務の考察を通じて、
わが国の両手続を中心とする民事裁判手続
における裁判官の裁量的判断に対する規律
のあり方を検討する。 
 
(2) より具体的な研究方法としては、わが国
の民事裁判官の手続指揮をめぐる裁量的判
断について実務・理論の現状を分析するとと
もに、その把握に努める。それと並行して、
ドイツの民事裁判官の裁量に関する研究論
文の精読を通じて、ドイツの理論・実務の状
況を考察することにより、わが国の民事裁判
官の裁量的判断のあり方を考える手がかり
を得るよう試みる。ドイツ法を考察すること
は、ドイツの民事訴訟法などの民事手続法が
わが国の民事訴訟法などの母法であるだけ
でなく、ドイツでの裁判官の裁量に関する研
究が量的にも質的にも、現在のわが国に比し
て非常に充実していると見受けられるから
である。 
 
(3) 研究にあたっては、民事裁判官の裁量的
判断に関する基礎理論や一般法理に関わる
観点からの研究対象へのアプローチと、裁量
的判断が問題とされてきた個別具体的な問
題領域での裁判官の裁量的判断のあり方を
考察する個別的なアプローチの両方を採用
する。後者については、たとえば、審理段階
での事実関係の解明のための裁判所による
職権探知や釈明権行使の際の裁量的判断の
あり方や、証拠調べの段階での裁判官の裁量
的判断のあり方に考察の目を向け、日独比較
法研究を行う。 
 
４．研究成果 
(1) わが国の民事手続では、今日、比較的広
い範囲で裁判官に裁量が許容されていると
いう前提のもと、そこでの裁量を手続裁量と
してその制御を試みる考え方が提唱されつ
つある。このような方向性とその手法が妥当
かどうかの検討も含めて、裁判官の手続上の
裁量的判断に関する規律のあり方を考察す
るための作業を進めるべく、まず、ドイツ民
事手続法の領域での裁判官の裁量をめぐる
理論状況を、一般的次元および具体的個別次
元の双方で考察した。 
ドイツでも、民事手続法の領域での裁判官
の裁量として、手続裁量が認められていると
ころである。しかし、ドイツでは、理論考察
の出発点として、裁量の正確な概念規定が学

説において試みられており、裁判官の裁量が
認められる場合とは、その合目的性の観点か
ら複数の同等の法適合的な判断のうちの何
れを行うかを考量する必要のある場合を意
味し、その場合にのみ裁判官の裁量の自由か
ら出発できる、との理解が有力である。裁量
には実体法的裁量と手続裁量があり、とくに
後者は、手続実施の際の裁判官の権能を規律
するという機能に基づき前者と区別される。
そして、ドイツの近時の研究によれば、一見
すると裁判官の手続裁量のように見受けら
れるもののなかにも、手続裁量以外の裁判官
活動が含まれており、実際には、手続裁量は、
かなり限定された範囲内でしか存在しない
と解する傾向が認められる。たとえば、不特
定概念が法規定の要件となっている場合に、
そこに裁量を肯定する見方が実務で存在す
る一方、裁判の客観性が減少する危険から、
要件面での裁量を否定する見方が学説上有
力になっている。 
さらに、ドイツでは、手続裁量が認められ
る場面でも、けっして裁判官の全面的な自由
が認められるわけではなく、裁量に一定の制
約が存在し、上級審による裁量の制御が可能
な場合を肯定すべきとする方向が有力に提
唱されている。 
 
(2) 他方、一般的次元から具体的な問題領域
に目を転じると、どうか。そのような問題領
域として、まず、通常の民事訴訟に比べ裁判
官の裁量性がより広く認められている非訟
手続での裁判資料収集段階における裁判官
の役割に注目した。 
わが国の非訟手続では、通常の民事訴訟と
は異なり、裁判所主導の裁判資料収集方式が
認められ、職権探知主義の原則が妥当してい
る。わが国の非訟手続を規律してきた非訟事
件手続法および家事審判法が 2011 年に全面
的に見直され、その結果制定された新非訟事
件手続法および家事事件手続法のもとでも、
職権探知の審理構造が維持されていること
から、この職権探知型審理を、わが国の非訟
手続法の母法であるドイツの非訟・家事事件
手続法のもとでの職権探知型審理と比較し
しながら考察した。その結果、わが国では、
職権探知については、裁判所が職権で探知
「できる」という面を重視して裁判所の裁量
としての権限のみを肯定する考え方もあり
うるところ、探知は、裁判所の権限と同時に
責任・義務でもあることから、裁量性が否定
できることが示された。 
また、日独のいずれでも、これまで、非訟
では、職権による事実の調査が認められてい
ることから、証拠資料の収集方式については、
裁判所が、手続法が定める正式な証拠調べに
よるか、それによらない不正式な証拠調べ手
続によるかの選択について、裁判所が裁量に
より選択できると解されてきた。しかし、そ
もそも、そのような裁量が認められるのか、
認められるとすれば、裁量の自由が裁判所に



認められるのかは、従来必ずしも理論的に解
明されていなかった。この点についての理
論・実務の蓄積が多いドイツ法を考察したと
ころ、ドイツでは、裁判基礎としての証拠資
料の質と裁判の適正さの確保のため、裁判官
が正式な証拠調べを選択する義務ある場合
を明文化することにより、裁判官の裁量を制
限しており、また、方法論的には、事実の調
査を証拠資料の収集方式に含めないことに
より証拠調べを正式な証拠調べに限局する
ことを通じて、裁量を排する可能性も提唱さ
れている。そこで、わが国の非訟手続での職
権探知の一環を表す証拠資料収集に際して
も、そこで肯定されてきた裁量余地について、
ドイツのような裁量制限の試みなどの対応
を講じることが重要な課題として抽出され
た。 
 
(3) 民事訴訟はもとより民事手続全般にお
いて、迅速かつ充実した審理を促進するため
に不可欠である「釈明権」行使が、いかなる
場合に行われるかについては、わが国では、
裁判官の裁量に委ねる考え方が実務を中心
に支持されている。この主な理由は、釈明権
の規定が、釈明「できる」という文言を有し
ていることと、規定自体が漠然とした規律内
容にとどまることにあるように思われる。し
かし、釈明権行使が本当に裁量に委ねられて
いるのか、かりにそうならば、その行使に関
してどのような規律が妥当するのかが問わ
れる。この点について、わが国の民事訴訟法
の母法であるドイツの立法は、釈明権行使を
一定の要件のもと裁判官に義務づけており、
それを当初継受したはずのわが国の民事訴
訟法は、その後、十分な理由も明らかにされ
ないまま改正され、現在の姿になっている。
ドイツでは、たしかに裁判官の釈明権行使に
ついて、わが国と同様、一定の裁量余地を認
める見解もあるが、むしろ、裁量を認めずに、
釈明権規定の行使の要件に関する法解釈に
よって決定された基準に従わせるべきとす
る考え方が有力に主張されている。その背後
には、公平かつ安定した審理を重視する考え
方があり、これによって、わが国における釈
明権行使の際の裁量的判断の規律を考える
ときにも看過できない重要な視点が示され
ている。 
 
(4) ドイツの民事訴訟では、20 世紀後半に
「社会的民事訴訟」理論が活発に提唱された
が、この理論も、裁判官の釈明権行使などの
裁判官の役割を考えるうえで重要な問題提
起を含んでいることから、日独それぞれにお
ける社会的民事訴訟理論の意義を考察した。
この考察を通じて、裁判官の釈明権をはじめ
とする訴訟指揮権の行使に際し、訴訟当事者
間に存在する資力や情報などの様々な格差
の是正という同理論が重視する視点が、今日
の民事訴訟にとって、益々重要になっている
ことが明らかになると同時に、訴訟指揮など

で裁判官の裁量的判断が行われるに際して
も、その規準として、社会的民事訴訟理論が
とりわけ重視する当事者の実質的武器平等
化などの要請が重要な役割を果たしうる、と
の認識が得られた。 
 
(5) 以上の一般的次元での裁判官の裁量的
判断と具体的な局面での裁判官の裁量的判
断に関する日独の理論・実務の状況の比較か
ら、わが国の民事手続における裁判官の手続
裁量的判断の規律のあり方の検討を続ける
にあたり、次のような基本的視座を得ること
ができた。すなわち、ドイツで近時展開され
る理論が、裁判官に、複数の同等な正当かつ
合法的な判断の間での選択可能性が認めら
れる場合にのみ「裁量」を認めるように、わ
が国でも、民事手続上の裁判官の「裁量」概
念の理論的な明確化と限定を図ると同時に、
それに基づいて、「裁量」の認められる手続
場面を限局化することが必要である。そのう
えで、「裁量」の妥当する領域・場面でのそ
の規律のあり方を、裁判官の絶対的な自由を
前提とすることなく、「裁量」に制限のある
ことを前提とした規律のあり方を詰めてい
くことが、今後必要不可欠である。 
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